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山形県県土整備部余裕期間制度実施要領における 

工事着手期限日の設定について（通知） 

 

 

余裕期間制度については、「山形県県土整備部余裕期間制度実施要領」を制定し、令

和２年７月より本格実施しておりますが、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加

速化対策」の円滑な執行及び受注者の施工体制の確保を図る観点から、「国土交通省所

管事業の執行における円滑な発注及び施工体制の確保に向けた具体的対策について」

（令和３年１月29日付け国会公契第32号、国官技第268号、国営管第432号、国営計第129

号、国北予第50号）に準じ、当面の間、下記のとおり工事着手期限日の設定に係る要件

を緩和することとしますので、通知します。 

 

記 

 

１ 工事着手期限日の設定要件の緩和 

「山形県県土整備部余裕期間制度実施要領」第３条第１項を、下表のとおり読み替

える。 

現行 読替え後 

（工事着手期限日等） 

第３条 発注者は、当該工事の実工期（工

事日数）を算出し、その期間の40％を超

えず、かつ、契約予定日から６箇月を超

えない範囲内で工事着手期限日を定め

るものとする。 

（工事着手期限日等） 

第３条 発注者は、契約予定日から６箇月

を超えない範囲内で工事着手期限日を定め

るものとする。 

 

２ 実施時期 

本通知による措置は、令和３年７月１日以降に入札公告又は指名通知を行う案件か

ら適用します。 
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（案１） 

 

山形県県土整備部余裕期間制度実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、山形県県土整備部及び各総合支庁建設部（以下「発注者」という。） 

が発注する建設工事の請負契約において、受注者の施工体制の効率化（施工時期の平準化）

による生産性の向上及び工事の品質の確保のため、発注者が示した工事着手期限日までの

間に、受注者が工事に着手する日（以下「工事着手日」という。）を選択できる余裕期間

制度について、その契約方式の取扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（対象工事） 

第２条 対象工事は、県土整備部及び各総合支庁建設部が発注する建設工事とする。ただし、

他の工事に影響を及ぼす場合や一定の工期で実施する必要がある場合等（予算の制限に関

するものを含む。）は、この限りでない。 

 

（工事着手期限日等） 

第３条 発注者は、当該工事の実工期（工事日数）を算出し、その期間の40％を超えず、か

つ、契約予定日から６箇月を超えない範囲内で工事着手期限日を定めるものとする。 

２ 発注者は、あらかじめ定めた工事着手期限日を、入札時等において特記仕様書により明

示しなければならない。 

３ 発注者は、前条ただし書きの規定により余裕期間制度を適用しないときは、特記仕様書

にその旨を明記しなければならない。 

４ 受注者は、契約予定日から工事着手期限日までの期間で任意の日を工事着手日とするこ

とができる。 

 

（工期） 

第４条 受注者が決定した工事着手日から、発注者が指定する実工期（工事日数）が経過し

た日までを工期とする。 

２ 発注者が指定する実工期は、標準工期を確保するものとする。 

 

（余裕期間） 

第５条 契約締結の日から受注者が決定した工事着手日の前日までの間を余裕期間とする。 

 

（余裕期間内の取扱い） 

第６条 余裕期間内の当該工事現場の管理は、発注者の責任において行うものとする。 

２ 受注者は、余裕期間内に、その責任により現場に搬入することなく資材等の準備を行う

ことができるが、当該現場への資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を行ってはなら

ない。 

３ 受注者は、余裕期間内については、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐（建設

業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）第14条の２第１項第２号ヘに規定するものをい

う。）及び現場代理人を配置することを要しない。 

 

（事務手続） 



第７条 特記仕様書に次の事項を記載する。 

 

 

適用する場合に記載 

第〇条 主任技術者等の配置 

１ 契約締結の日から工事着手日の前日までの期間（以下「余裕期間」という。）に

ついては、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐の配置を要しない。 

２ 工事完成後検査が終了し(発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。)、事

務手続後、後片付け等のみが残っている期間については、発注者と受注者の間で書

面により明確にした場合に限って、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐の

工事現場での専任を要しない。 

なお、検査が終了した日は、発注者が工事の完成を確認した旨、受注者に通知し

た日とする。 

第〇条 工期 

本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労働

者確保等の準備を行うことができる余裕期間を設定した工事であり、発注者が示した

工事着手期限日までの間で、受注者は工事着手日を任意に設定することができる。 

なお、受注者は、落札決定後、契約書案を提出するまでの間に、山形県県土整備部

余裕期間制度実施要領に定める様式（工事着手日報告書）により、発注者に工事着手

日を報告すること。 

余裕期間内は、受注者の責任により現場に搬入しない資材等の準備を行うことがで

きるが、資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を行ってはならない。 

 

工期：工事着手日から起算して●●●日間 

↑※発注者が指定する実工事期間を記載 

（ただし、■■年■■月■■日（工事着手期限日）までに工事を開始すること。） 

↑※工事を開始しなければならない最終日を記載 

※  契約締結後において、工事着手日の変更の必要が生じた場合は、監督職員と協

議の上、工期に係る契約を変更することにより、工事に着手することができるも

のとする。 

なお、低入札価格調査等により、上記の工事着手期限日以降に契約締結となっ

た場合には、工事着手期限日から●●●日間で工事を完了させること。 

第〇条 CORINS への登録 

技術者の従事期間は、工期をもって登録するものとする（余裕期間を含まないこと

に留意するものとする。）。 

 

適用しない場合に記載 

第〇条 余裕期間制度の適用除外  

 本工事は、山形県県土整備部余裕期間制度実施要領に定める余裕期間制度の適用対

象とならない工事である。 

 

２ 余裕期間を活用する受注者は、落札決定後、契約書案を提出するまでの間に、「工事着

手日報告書」（別紙様式）を提出し工事着手日を発注者に報告しなければならない。なお、

工事着手日報告書が提出されない場合は、受注者は、契約締結の日から起算して30日以内

に工事に着手しなければならない。 

３ 発注者は「工事着手日報告書」において報告された工事着手日が、工事着手期限内の 



着手であることを確認し、速やかに契約を締結するものとする。 

 

（その他） 

第８条 この要領に定めのない事項及びこれにより難い事項については、必要に応じ、その

都度定める。 

 

  附 則 

１ この要領は、令和２年７月１日から施行し、同日以後に入札公告又は指名通知を行う案

件から適用する。 

２ この要領の施行の日前に入札公告又は指名通知を行った案件に係る余裕期間制度の適

用については、なお従前の例による。 

附 則 

この要領は、令和３年３月１日以後に入札公告又は指名通知を行う案件から適用する。 

 


